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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．連結売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

３．平成17年５月20日付をもって、当社普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いました。なお、第33期

の株価収益率については、当社の期末日における株価が新株権利落後の株価となったため、株式分割後の株

式数を反映して計算した１株当たり当期純利益金額によって算出しております。 

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 115,831 122,505 135,735 132,474 124,743 

経常利益（百万円） 5,001 5,809 6,209 4,452 3,795 

当期純利益（百万円） 3,080 3,633 4,095 3,024 2,582 

純資産額（百万円） 23,222 26,362 29,734 32,641 34,610 

総資産額（百万円） 54,775 57,502 57,239 56,094 59,345 

１株当たり純資産額（円） 2,869.28 3,257.24 3,674.05 2,017.49 2,139.88 

１株当たり当期純利益 

金額（円） 
393.76 446.70 503.60 186.35 159.68 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 42.4 45.8 51.9 58.2 58.3 

自己資本利益率（％） 14.5 14.7 14.6 9.7 7.7 

株価収益率（倍） 5.74 11.93 10.60 16.47 12.43 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,644 4,764 △2,644 1,339 △162 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
238 △94 190 195 △645 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
694 △3,565 △939 △2,617 △3,118 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
9,974 10,927 7,517 6,624 2,734 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕

（人） 

429 

〔57〕

434 

〔70〕

473 

〔81〕

535 

〔74〕

594 

〔77〕 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第31期の１株当たり配当額には、売上高1,000億円達成特別配当10円が含まれております。 

３．第32期の１株当たり配当額には、連結業績過去最高益達成特別配当10円が含まれております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．平成17年５月20日付をもって、当社普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いました。なお、第33期

の株価収益率については、当社の期末日における株価が新株権利落後の株価となったため、株式分割後の株

式数を反映して計算した１株当たり当期純利益金額によって算出しております。 

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 101,052 100,675 116,087 116,404 113,655 

経常利益（百万円） 3,910 4,777 4,898 3,207 2,692 

当期純利益（百万円） 2,227 2,620 2,984 2,007 1,594 

資本金（百万円） 

（発行済株式総数）（千株） 

5,251 

(8,087) 

5,251 

(8,087) 

5,251 

(8,087) 

5,251 

(16,174) 

5,251 

(16,174) 

純資産額（百万円） 20,468 22,788 25,105 26,617 27,551 

総資産額（百万円） 49,716 51,366 52,789 50,265 49,250 

１株当たり純資産額（円） 2,528.70 2,815.31 3,101.56 1,645.04 1,703.48 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

45.00 

(17.50) 

55.00 

(22.50) 

60.00 

(27.50) 

30.00 

(15.00) 

30.00 

(15.00) 

１株当たり当期純利益 

金額（円） 
284.10 321.36 366.14 123.44 98.59 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 41.2 44.4 47.6 53.0 55.9 

自己資本利益率（％） 11.8 12.1 12.5 7.8 5.9 

株価収益率（倍） 7.95 16.59 14.58 24.87 20.13 

配当性向（％） 15.84 17.11 16.39 24.30 30.43 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕

（人） 

388 

〔57〕

390 

〔70〕

423 

〔80〕

466 

〔73〕

523 

〔76〕 



２【沿革】 

昭和47年９月 帝人株式会社（出資比率80％）及びアイ電子測器株式会社（出資比率20％）により、外国製マイク

ロコンピュータ及び周辺機器等の輸入販売を目的に帝人アドバンストプロダクツ株式会社を東京都

千代田区に設立。 

昭和50年６月 アイ電子測器株式会社所有当社全株式が帝人株式会社に譲渡される。 

昭和51年８月 大阪市東区に大阪営業所開設。 

昭和54年８月 名古屋市中村区に名古屋営業所開設。 

昭和56年４月 米国カリフォルニア州にカリフォルニア事務所開設。 

昭和58年12月 株式会社トーメンが帝人株式会社から当社全株式を取得。 

昭和59年２月 旧株式会社トーメンエレクトロニクスを吸収合併、社名を帝人アドバンストプロダクツ株式会社か

ら株式会社トーメンエレクトロニクスへ変更。 

平成４年３月 韓国三星電子製半導体製品の取扱高の拡大を目的として、株式会社トーメン及び三星電子ジャパン

株式会社と合弁で株式会社トーメンデバイスを設立。 

平成６年２月 シンガポールにシンガポール事務所開設。 

平成７年３月 シンガポール事務所を現地法人として独立させ TOMEN (SINGAPORE) ELECTRONICS PTE.LTD.を設

立。 

平成７年７月 香港に現地法人 TOMEN ELECTRONICS (HONG KONG) LIMITEDを設立。 

平成８年１月 カリフォルニア事務所を現地法人として独立させ TOMEN ELECTRONICS AMERICA,INC.を設立。 

平成８年６月 本店を東京都千代田区から東京都港区に移転。 

平成９年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成11年11月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成12年６月 台湾・台北に台北駐在員事務所開設。 

平成12年８月 英国・ロンドンにロンドン駐在員事務所開設。 

平成12年９月 中国・深センに深セン駐在員事務所開設。 

平成13年２月 環境マネジメントシステムISO14001を本社、立川センター、商品センター及び大阪営業所を対象に

認証取得。 

平成13年３月 東京証券取引所市場第一部に指定。 

平成14年２月 環境マネジメントシステムISO14001の全社認証取得。 

平成14年７月 調達代行事業を目的として、東京都港区に株式会社ピーピーエルを設立。 

平成15年２月 中国・北京に株式会社ピーピーエル北京駐在員事務所開設。 

平成15年６月 台北事務所を現地法人として独立させ TOMEN ELECTRONICS TAIWAN CORP.を設立。 

平成15年６月 タイ・バンコクに TOMEN (SINGAPORE) ELECTRONICS PTE.LTD.バンコク駐在員事務所開設。 

平成15年10月 中国産品を専門に取り扱う販売子会社として、東京都港区に株式会社ティーエーピーを設立。 

平成16年３月 品質マネジメントシステムISO9001を本社、商品センター、生産技術本部及び大阪営業所を対象に

認証取得。 

平成16年３月 中国・上海に上海駐在員事務所開設。 

平成16年８月 TOMEN (SINGAPORE) ELECTRONICS PTE.LTD.が環境マネジメントシステムISO14001及び品質マネジメ

ントシステムISO9001の認証を取得。 

平成17年５月 中国・上海にTOMEN ELECTRONICS (SHANGHAI) CO.,LTD.を設立。 

平成17年６月 TOMEN ELECTRONICS (HONG KONG) LIMITEDが環境マネジメントシステムISO14001及び品質マネジメ

ントシステムISO9001の認証を取得。 

平成17年９月 タイ・バンコクにTOMEN ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD.を設立。 

平成19年３月 株式会社ピーピーエルが株式会社ティーエーピーを吸収合併。 



３【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、親会社、子会社７社及び関連会社２社で構成され、半導体を中核として、電子部品、

電子機器などの輸出入及び売買を主な事業としております。 

当社の親会社である豊田通商株式会社は「価値創造企業」を掲げ、金属、機械・エレクトロニクス、自動車、エ

ネルギー・化学品、食料、生活産業・資材の６つの事業領域を柱に、世界中で幅広い事業を展開しております。豊田

通商グループは、国内外500社以上の子会社・関連会社で構成されており、これらの強固な連携を基盤にグローバル

なネットワークを構築しております。 

当社、子会社及び関連会社（当社グループ）は、同グループに属し、同グループの機械・エレクトロニクス事業

の一翼を担っております。 

当社の事業内容は半導体並びに情報通信機器及び応用システムなどの販売であり、国内大手電子機器メーカーを

主な得意先としております。 

子会社のTOMEN (SINGAPORE) ELECTRONICS PTE. LTD.、TOMEN ELECTRONICS (HONG KONG) LIMITED、

TOMEN ELECTRONICS AMERICA,INC.、TOMEN ELECTRONICS TAIWAN CORP.、TOMEN ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD.の

５社は、半導体の販売を主な事業内容とし、それぞれの地域において主に日系顧客に販売しており、当社と商品の一

部について仕入、販売を行っております。株式会社ピーピーエルは、主に半導体の調達代行事業を行っております。

また、TOMEN ELECTRONICS (SHANGHAI) CO.,LTD.は、主に中国における市場及び企業動向に関する情報収集やデザイ

ン・イン活動を行っております。 

関連会社の株式会社トーメンデバイス及び上海虹日国際電子有限公司とは、商品の一部について仕入、販売を行

っております。 

当社グループの当該事業に係る主な取扱い商品及び位置付けは、次のとおりであります。なお、当社グループ

は、電子部品・機器の販売事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しておリます。 

(1)半導体 

主な取扱い商品は特定用途向けLSI（ASSP）、CPU・DSP等コアチップ、汎用アナログIC及びメモリーICなどであり

ます。 

当社は国内大手電子機器メーカーを主な得意先としているほか、子会社はそれぞれの地域において主に日系顧客

に販売しており、当社と商品の一部において仕入、販売を行っております。 

(2)情報通信機器及び応用システム 

主な取扱い商品はハードディスクドライブ、データ通信用機器及びその他情報通信機器などであります。 

当社は国内大手電子機器メーカーを主な得意先としているほか、子会社はそれぞれの地域において主に日系顧客

に販売しており、当社と商品の一部において仕入、販売を行っております。 

(3)その他 

主な取扱い商品は携帯電話用機構部品、通信用電源モジュール及びアミューズメント用画像システムなどであ

り、当社及び子会社は国内外顧客向けに販売しております。また、得意先のニーズに応えるため、受託サービス（プ

ログラミング、検査等）の提供もしております。 



〔事業系統図〕 

以上述べた事項についての事業系統図は概略次のとおりであります。 

  



４【関係会社の状況】 

(1)親会社 

 （注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．議決権の被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

(2)連結子会社 

 （注）１．TOMEN ELECTRONICS (HONG KONG) LIMITEDについては売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結

売上高に占める割合が10％を超えています。 

主要な損益情報等 （１）売上高    21,016百万円 

（２）経常利益     513百万円 

（３）当期純利益    427百万円 

（４）純資産額    2,121百万円 

（５）総資産額    6,389百万円 

２．TOMEN (SINGAPORE) ELECTRONICS PTE.LTD. については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連

結売上高に占める割合が10％を超えています。 

主要な損益情報等 （１）売上高    14,481百万円 

（２）経常利益     451百万円 

（３）当期純利益    357百万円 

（４）純資産額    2,327百万円 

（５）総資産額    4,242百万円 

３．株式会社ピーピーエルは、平成19年３月１日付にて株式会社ティーエーピーを吸収合併いたしました。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
（又は被所有）
割合（％） 

関係内容 

豊田通商株式会社 愛知県名古屋市 64,936 総合商社 

 被所有 

  40.2 

(  0.6) 

当社商品の一部を販売し

ている。 

役員の兼任あり。 

名称 住所 資本金 
主要な事
業の内容 

議決権の所有
（又は被所有）
割合（％） 

関係内容 

TOMEN (SINGAPORE)  

ELECTRONICS PTE.  

LTD. 

Shenton Way， 

Singapore 

（千Ｓ＄）

500 
半導体 100.0 

当社商品の一部を販売し

ている。 

役員の兼任あり。 

TOMEN ELECTRONICS  

(HONG KONG)  

LIMITED 

Kimberley Road,  

TST, Kowloon,  

Hong Kong 

（千ＨＫ＄）

3,000 
半導体 100.0 

当社商品の一部を販売し

ている。 

役員の兼任あり。 

TOMEN ELECTRONICS  

AMERICA,INC. 

San Jose,  

California,U.S.A. 

（千ＵＳ＄）

300 
半導体 100.0 

当社商品の一部を販売し

ている。 

役員の兼任あり。 

株式会社 

ピーピーエル 
東京都港区 

（百万円）

300 
半導体 100.0 

当社商品の一部を販売し

ている。 

業務委託契約を締結して

いる。 

役員の兼任及び資金援助

あり。 

TOMEN ELECTRONICS  

TAIWAN CORP. 

中華民国 

台北市 

（千ＮＴ＄）

5,000 
半導体 100.0 

当社商品の一部を販売し

ている。 

役員の兼任及び資金援助

あり。 

TOMEN ELECTRONICS  

(SHANGHAI) CO.,LTD 

中華人民共和国 

上海市 

（千ＵＳ＄）

300 
その他 100.0 

業務委託契約を締結して

いる。 

役員の兼任あり。 

TOMEN ELECTRONICS  

(THAILAND) CO.,LTD 

Bangkok, 

Thailand 

（千ＢＡＨＴ）

25,000 
半導体 100.0 

当社商品の一部を販売し

ている。 

役員の兼任あり。 



(3)持分法適用関連会社 

 （注）１．株式会社トーメンデバイスは、有価証券報告書を提出しております。 

２．上海虹日国際電子有限公司は、持分の追加取得に伴い当連結会計年度より持分法適用会社となりました。 

５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社）からグループ外への出向者を除き、グループ外

から当社グループへの出向者を含んでおります。）であり、臨時従業員数（パートタイマー及び嘱託）は

（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の品目別に区分できない管理部門等に所属している

ものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ59名増加しましたのは、主として業務拡大に先行して人材を確保したこ

とによるものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時従業員数（パートタイマー及び嘱託）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前事業年度末に比べ57名増加しましたのは、主として業務拡大に先行して人材を確保したことに

よるものであります。 

(3)労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
（又は被所有）
割合（％） 

関係内容 

株式会社 

トーメンデバイス 
東京都中央区 

（百万円） 

2,054 
半導体 23.5 

韓国サムスン電子製品等

の一部を販売している。 

役員の兼任あり。 

上海虹日国際電子 

有限公司 

中華人民共和国 

上海市 

（千元） 

41,405 
半導体 39.0 

当社商品の一部を販売し

ている。 

  

  平成19年３月31日現在

品目別の名称 従業員数（人） 

半導体   469（13） 

情報通信機器及び応用システム   17（－） 

全社（共通）   108（64） 

合計   594（77） 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 523（76） 33.9 6.2 5,931,950 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度における経済環境は、世界的に原油や素材価格が高値で推移するものの、国内においては、個

人消費の緩やかな回復、企業収益の改善による設備投資の順調な増加、円安を背景とした輸出の好調などに支えら

れ景気は回復が続きました。一方、海外においては、好調であった米国の住宅市場が調整局面に入り予想を上回る

落込みを見せたものの、堅調な個人消費や輸出が米国景気を下支えしました。 

エレクトロニクス業界におきましては、液晶及びＰＤＰ薄型テレビは引き続き好調に出荷台数を伸ばしました

が価格競争が激化しました。また、携帯電話ではワンセグ、音楽プレーヤー、フルブラウザなど多くの機能搭載や

番号継続制度の開始、パソコンではウィンドウズ・ビスタの発売がありましたが、いずれも大きな需要喚起には至

りませんでした。その中でも特に半導体分野においては、より先進・多機能な先端技術開発競争が激化し、事業の

再編又は集約化の動きが見受けられました。 

このような環境の中、当連結会計年度における当社グループの業績は、主力の半導体部門ではアミューズメン

ト、産業・計測、車載及び家電機器向けは好調に推移したものの、移動体無線及び情報機器向けはＮＯＲ型フラッ

シュメモリーの需要減少や海外案件ビジネスの一部終息による減少を補いきれず、同部門の売上高は前連結会計年

度比5.8％減の1,057億37百万円となりました。情報通信機器部門では主力のハードディスクドライブにおいて、平

成18年10月に新規メーカーの代理店権を取得後、同メーカーの取扱い製品の販売を開始し順調に推移しており、同

部門の売上高は99億24百万円となりましたが、前連結会計年度比29.2％減となりました。一方、その他に区分され

る売上高はアミューズメント用モジュール及び調達代行案件が増加したことにより同45.3％増の90億82百万円とな

りました。この結果、売上高は、同5.8％減の1,247億43百万円となりました。 

利益面では、価格競争の激化による製品価格の下落等の厳しいビジネス環境が続く中、当連結会計年度におい

ては、低利益率の一部の半導体及び情報通信機器の売上減少により高付加価値半導体の売上が売上高全体に占める

割合を押し上げた結果、売上総利益率は前連結会計年度比0.3ポイント上昇し9.7％となったものの、売上総利益

は、売上高の減少の影響を補いきれず、前連結会計年度比2.8％減の121億４百万円となりました。営業利益は、業

容拡大に先行して人材を確保したことに伴う販売費及び一般管理費の増加もあり、同25.2％減の35億25百万円、経

常利益は、為替損益の改善に加え、資金調達コストの削減もあり、同14.8％減の37億95百万円となりました。ま

た、特別損益に投資有価証券売却益及び投資有価証券評価損を計上した結果、当期純利益は、同14.6％減の25億82

百万円となりました。 

 品目別の業績は、次のとおりであります。 

 なお、当社グループ（当社及び連結子会社）は、電子部品・機器の販売事業の単一セグメントであるため、品目

別に記載しております。 

①半導体 

アミューズメント、産業・計測、車載及び家電機器向けは好調に推移したものの、移動体無線分野向け及び

情報機器分野向けはＮＯＲ型フラッシュメモリーの需要減少及び海外案件ビジネスの一部終息に伴う減少を補

いきれず、売上高は前連結会計年度比64億74百万円減（同5.8％減）の1,057億37百万円となりました。 

②情報通信機器及び応用システム 

新規に取扱いを開始したハードディスクドライブについては、販売開始より順調に推移し計画を達成したも

のの、販売期間が６ヶ月と短期間であったことにより、売上高は前連結会計年度比40億90百万円減（同29.2％

減）の99億24百万円となりました。 

③その他 

アミューズメント用モジュール及び調達代行の一環としての半導体を除く電子部品及び機構部品が増加した

ことにより、売上高は前連結会計年度比28億33百万円増（同45.3％増）の90億82百万円となりました。 



 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

国内は、産業・計測、家電機器及び車載向けが順調に推移したものの、移動体無線及び情報機器向けが減少

した結果、売上高は880億22百万円（前期比7.0％減）となりました。利益面では高付加価値半導体の売上割合

が増加したことにより売上総利益率は改善したものの、売上減による利益の減少を補いきれず、また、人員増

加に伴う一般管理費の増加もあり、営業利益は27億89百万円（前期比27.6％減）となりました。 

②アジア地域 

アジア地域においては、コードレス電話用チップセットが減少に転じましたが、幅広い商品群でこれを補

い、売上高は362億52百万円（前期比1.0％増）となったものの、フラッシュメモリ等、比較的利益率の低い商

品の売上割合が増加したことにより、営業利益は８億64百万円（前期比5.6％減）となりました。 

③北米地域 

米国は、コードレス電話用チップセットの販売経路を日本からの直販に切り替えたことが影響し、売上高は

４億68百万円（前年同期比76.1％減）となり、営業損失は69百万円となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が39億38

百万円（前期比15.3％減）と減益となり、営業活動によるキャッシュ・フローが減少したことに加え、長期借入金

を返済したことにより財務活動によるキャッシュ・フローが減少したことから、前連結会計年度末に比べ38億89百

万円減少（58.7％減）し、当連結会計年度末には27億34百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により使用した資金は１億62百万円（前期は13億39百万円の収入）となりました。これは、主に税金

等調整前当期純利益39億38百万円、売上債権の増加13億65百万円、棚卸資産の増加53億18百万円、仕入債務の増加

41億49百万円及び法人税等の支払14億21百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は６億45百万円（前期は１億95百万円の収入）となりました。これは、主に投資

有価証券の取得による支出２億89百万円、投資有価証券の売却による収入２億92百万円及び出資金の増加等に起因

するその他投資活動による支出５億83百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は31億18百万円（同19.2％増）となりました。これは主に、長期借入金の返済20

億円、短期借入金の減少５億53百万円及び配当金の支払４億85百万円によるものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1)仕入方法 

 一部の仕入先については、在庫リスク、価格リスクを極小化するため、代理店口銭補填制度が設けられておりま

す。商品仕入時は通常価格（仕入先の標準価格）で仕入れますが、販売した時点で販売価格が仕入価格を下回る場

合には、一定の代理店口銭を保証するために事後補填（仕入値引、利益最低保証）がなされる取決めであります。

(2)仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)仕入計画 

 平成19年４月から平成19年９月までの仕入計画を四半期及び品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4)販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別の名称 金額（百万円） 前期比（％） 

半導体 98,921 △3.2 

情報通信機器及び応用システム 9,834 △22.5 

その他 8,883 56.7 

合計 117,639 △2.4 

品目別の名称 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年６月30日）

金額（百万円） 

（自 平成19年７月１日 
至 平成19年９月30日）

金額（百万円） 

計 

金額（百万円） 

半導体 24,600 23,000 47,600 

情報通信機器及び応用システム 3,200 3,700 6,900 

その他 3,000 2,900 5,900 

合計 30,800 29,600 60,400 

品目別の名称 金額（百万円） 前期比（％） 

半導体 105,737 △5.8 

情報通信機器及び応用システム 9,924 △29.2 

その他 9,082 45.3 

合計 124,743 △5.8 



３【対処すべき課題】 

世界のエレクトロニクス業界は、過去の市場変遷・技術革新をはるかに上回るスピードで進化しており、今後

とも国境を超えたグローバル規模での事業再編が加速し、生き残りを賭けた市場競合がますます熾烈となっており

ます。 

このような認識のもと、当社グループは、エレクトロニクス専門商社として、世界に通用するトップクラスの

エレクトロニクス・ディストリビューターに向け、次の課題を掲げ取り組んでまいります。 

①顧客満足度の向上 

顧客の視点にもとづくソリューション提案並びに顧客志向の組織編成及び拠点の拡充 

②サプライヤーからの信頼度向上 

サプライヤーの選択と集中によりリソースを集約し、新機能商品をＦＡＥ（Field Application Engineer）を

通じて速やかに顧客に提案できる体制の構築 

③海外展開力の増強 

アジア地域へ進出する主要顧客を一貫してフォローする体制の整備及び現地企業への拡販 

④新ビジネスモデルの構築 

単一商品の販売から付加価値を加えたシステム・トータル・ソリューション営業の強化並びにＥＭＳ／ＯＤＭ

を利用したモジュール及び最終製品の販売 

⑤企業経営基盤の拡充・強化 

人材育成、成長に向けた仕組みづくり、在庫削減等による財務体質の強化及び社外関係先との提携・協業等を

視野に入れた事業展開 

⑥企業価値の最大化と社会的責任の遂行 

株主、取引先及び従業員などの期待に応える企業価値の最大化並びに内部統制の強化を含め企業の社会的責任

の遂行を通じ調和のとれた会社運営の実践 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(1)経済状況 

 当社グループの取扱商品の需要は、顧客である大手電子機器メーカー及び日系電子機器メーカーが所在する国又

は地域の経済状況の影響を受けます。日本、アジア、北米を含む当社グループの主力市場であるエレクトロニクス

業界の景気後退及びそれに伴う需要の縮小は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(2)顧客の状況 

 当社グループの顧客である大手電子機器メーカーの業績の低迷や海外への生産拠点の移動に伴う商権の流失は、

当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。当社グループは国内に10営業拠点を設け、海

外には子会社を含め10ヶ所の拠点網を擁し、積極的にグローバル化を進めてきており、顧客満足度をさらに高めて

取引の拡大を図ってまいります。 

(3)仕入先の状況 

 当社グループは、外国系半導体メーカーの半導体を主に販売しております。仕入先との販売代理店契約は、契約

期間は主として１年間であり、その後は１年毎の自動更新でありますが、事前文書による契約解除条項が織り込ま

れております。契約が解除された場合は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、仕入先による顧客テリトリーの見直しから生ずる商権の流失及び仕入先の経営不振又は製品競争力の低下によ

る取引の消滅は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(4)為替相場の変動 

 当社グループは事業を積極的にグローバル展開してきており、各地域における収益、費用を含む現地通貨建ての

項目は、連結財務諸表作成のために円換算されております。換算時の為替相場により、これらの項目は元の現地通

貨における価値が変わらなかったとしても、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。当社グループの取

引は外貨建てによる輸入及び輸出の比率が高くなっております。外貨建て取引については、為替予約等により為替

相場の変動によるリスクを最小限に止める努力をしておりますが、為替相場の変動は当社グループの業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1) 仕入先との主要な契約 

契約会社名 相手方の名称 取扱品目 契約内容 契約期間 

株式会社トーメンエレ

クトロニクス（当社） 

スタンダードマイクロ

システムズ株式会社 
半導体 代理店契約 

平成14年９月２日以降１

年毎の自動更新 

 
NXPセミコンダクターズ

ジャパン株式会社 
半導体 代理店契約 

平成17年12月１日以降契

約解除の30日前の事前の

文書による解除の申し入

れがない限り、契約継続 

 

エス・ティー・マイク

ロエレクトロニクス株

式会社 

半導体 代理店契約 

平成13年８月１日より１

年間。以降１年毎の自動

更新 

 
LINEAR TECHNOLOGY 

PTE. LTD. 
半導体 代理店契約 

平成18年７月３日以降平

成19年12月31日まで有

効。その後３ヶ月前の通

知での解約の申し入れな

い限り１年毎の自動更新 

  DSP GROUP,INC. 半導体 代理店契約 
平成４年５月20日以降１

年毎の自動更新 

 

CYPRESS  

SEMICONDUCTOR  

CORPORATION 

半導体 代理店契約 
平成６年２月14日以降１

年毎の自動更新 

 
インフィニオンテクノ

ロジーズ株式会社 
半導体 代理店契約 

平成14年６月６日より契

約解除の６ヶ月前に事前

の文書による申し入れが

ない限り、契約継続 

  インテル株式会社 半導体 代理店契約 

平成13年９月30日まで有

効。その後毎年10月１日

に１年毎の自動更新 

  ATMEL SARL 半導体 代理店契約 
平成17年９月４日以降１

年毎の自動更新 

 

VISHAY  

INTERTECHNOLOGY ASIA  

PTE LTD 

半導体 代理店契約 

平成17年７月１日より契

約解除の30日前の事前の

文書による申し入れがな

い限り、契約継続 

 
OSRAM Opto  

Semiconductor GMBH 
半導体 代理店契約 

平成14年10月18日より契

約解除の６ヶ月前に事前

の文書による申し入れが

ない限り、契約継続 

 

SEAGATE SINGAPORE 

INTERNATIONAL 

HEADQUARTERS PTE.LTD. 

情報通信機器及

び応用システム 
代理店契約 

平成18年10月４日以降契

約解除の30日前の事前の

文書による解除の申し入

れがない限り、契約継続 

 
株式会社キマンダジャ

パン 
半導体 代理店契約 

平成19年４月13日以降契

約解除の90日前の事前の

文書による申し入れがな

い限り、契約継続 

 



(2) 連結子会社株式会社ピーピーエルと同株式会社ティーエーピーの合併契約 

① 合併の目的 

株式会社ピーピーエルは調達・物流代行事業を営み、主に特定顧客向けにサービスを提供してまいりました。

一方、株式会社ティーエーピーは中国・アジア産品を日系顧客へ広く販売してまいりました。両社は、相互事

業の補完と経営資源の集中による業務の効率化を通じてグループ経営基盤の強化を図るため、平成19年３月１

日を効力発生日とし合併いたしました。 

② 合併方式 

株式会社ピーピーエルを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ティーエーピーは解散いたしました。 

③ 合併の主要日程 

平成18年12月25日   吸収合併契約承認取締役会 

平成18年12月25日   吸収合併契約締結 

平成19年１月９日   吸収合併契約承認臨時株主総会 

平成19年３月１日   吸収合併契約の効力発生日 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約会社名 相手方の名称 取扱品目 契約内容 契約期間 

TOMEN (SINGAPORE)  

ELECTRONICS PTE.LTD.

（連結子会社） 

INFINEON  

TECHNOLOGIES ASIA  

PACIFIC PTE LTD 

半導体 代理店契約 

平成15年２月21日より契

約解除の３ヶ月前に事前

の文書による申し入れが

ない限り、契約継続 

TOMEN ELECTRONICS  

(HONG KONG) LIMITED

（連結子会社） 

ST MICROELECTRONICS 

ASIA PACIFIC(PTE)LTD. 
半導体 代理店契約 

平成17年６月１日より１

年間。以降は１年毎に書

面にて更新 

 

INFINEON  

TECHNOLOGIES ASIA  

PACIFIC PTE LTD 

半導体 代理店契約 

平成14年12月13日より契

約解除の３ヶ月前に事前

の文書による申し入れが

ない限り、契約継続 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1)重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠して作成されてお

ります。連結財務諸表を作成する際には、見積りや仮定を用いることが必要となりますが、これらの見積りや仮定

は、実際の結果とは異なる場合があります。当社グループは、以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務

諸表の作成において使用される当社グループの重要な見積りや仮定に影響を及ぼすと考えております。 

貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。 

 見積りは、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し計上しております。顧客の財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性が

あります。 

棚卸資産の評価 

 当社グループの棚卸資産の評価基準は主として原価法でありますが、棚卸資産の将来需要及び市場状況に基づく

時価の見積額と原価との差額に相当する陳腐化の見積額について、評価減を計上しております。実際の将来需要又

は市場状況が当社グループ経営者の見積りより悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。 

有価証券の評価 

 当社グループは、所有する有価証券について価値の下落が一時的でないと判断した場合、減損を計上しておりま

す。有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価の70％以下となった銘柄について時価が著しく下落したと判定

し、このうち、時価が取得原価の50％超の銘柄についてその回復可能性を検討しております。 

 将来の市況悪化又は投資先の業績不振により、現在の簿価に反映されていない損失又は簿価の回収不能が発生し

た場合、追加の減損処理が必要となる可能性があります。 

繰延税金資産 

 当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当金を

計上しております。評価性引当金の評価については、将来の課税所得の見積り及び税務上の実現可能性を勘案し、

その必要性を判断しております。繰延税金資産の全部又は一部を将来実現できないと判断した場合、当該判断を行

った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上します。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後

実現できると判断した場合、繰延税金資産への調整により当該判断を行った期間に利益を増加させることになりま

す。 

退職給付費用 

 退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。実際の結果が前提

条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるた

め、一般的には将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。 



(2)当連結会計年度の経営成績の分析 

売上高は、前連結会計年度に比べ5.8％減の1,247億43百万円となりました。国内売上高は同7.2％減の752億86

百万円となりました。海外売上高は同3.7％減の494億57百万円となりました。 

当社グループの主力の半導体売上高は、アミューズメント、産業・計測、車載及び家電機器向けは好調に推移

したものの、移動体無線及び情報機器向けはＮＯＲ型フラッシュメモリーの需要減少や海外案件ビジネスの一部終

息による減少を補いきれず、前連結会計年度に比べ5.8％減の1,057億37百万円となりました。 

情報通信機器及び応用システムの売上高は、主力のハードディスクドライブにおいて平成18年10月に新規メー

カーの代理店権を取得後、同メーカーの取扱い製品の販売を開始し順調に推移しましたが、前連結会計年度に比べ

29.2％減の99億24百万円となりました。 

その他に区分される売上高は、アミューズメント用モジュール及び調達代行案件が増加したことにより、前連

結会計年度に比べ45.3％増の90億82百万円となりました。 

売上原価は、売上高の減少に伴い、前連結会計年度の1,200億25百万円から1,126億39百万円に減少しました。

低利益率の一部の半導体及び情報通信機器の売上減少により高付加価値半導体の売上が売上高全体に占める割合を

押し上げた結果、売上総利益率は0.3ポイント上昇し、9.7％となりました。 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ10.9％、８億44百万円増加し、85億79百万円となりました。

これは、主に人員増に伴い人件費が増加したことによるものです。 

営業利益は、売上高の減少に加え、販売費及び一般管理費の増加が影響し、前連結会計年度に比べ25.2％減の

35億25百万円となりました。 

営業外収益（費用）は、前連結会計年度の２億61百万円の費用（純額）から２億70百万円の収益（純額）とな

りました。受取利息から支払利息を差引いた純額は、前連結会計年度の１億７百万円の費用に対し、当連結会計年

度は30百万円の費用に減少しました。持分法による投資利益は、前連結会計年度の３億63百万円から当連結会計年

度は３億68百万円に増加しました。為替差益（差損）は前連結会計年度は４億92百万円の損失から当連結会計年度

は70百万円の損失に減少しました。 

経常利益は営業外収益（費用）が２億70百万円の収益（純額）となったものの、営業利益が大幅に悪化したこ

とから前連結会計年度に比べ14.8％減の37億95百万円となりました。 

特別利益（損失）は、前連結会計年度の２億１百万円の利益（純額）から１億43百万円の利益（純額）となり

ました。投資有価証券売却益は所有していた株式を一部売却したことによるものですが、前連結会計年度の１億61

百万円に対し、当連結会計年度は２億24百万円に増加しました。投資有価証券評価損の80百万円は、所有する株式

について減損処理をしたことによるものです。 

税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度の46億53百万円から15.3％減少し、39億38百万円となりました。 

税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の法人税等の負担率は、前連結会計年度に比べ0.1％増加

し、34.2％となりました。 

当期純利益は、前連結会計年度の30億24百万円に対し、14.6％、４億42百万円減少し、25億82百万円となりま

した。 



(3)経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループは、電子部品・機器の販売事業の単一セグメントであります。したがいまして、取扱商品の需要は

顧客が所在する国又は地域の経済状況の影響を受ける可能性があります。また、日本、アジア、北米を含む当社グ

ループの主力市場であるエレクトロニクス業界の景気後退及びそれに伴う需要の縮小は、当社グループの業績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。取引については、外貨建てによる売買の比率が伸びてきていることか

ら、為替相場の変動は当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(4)経営戦略の現状と見通し 

 当社グループは、従来の半導体ディストリビューターから半導体を基軸としながらもエレクトロニクス機器の製

造全般にわたり支援あるいは機能を担うシステム・トータル・ソリューション企業への変革を推進してゆきます。

システム・トータル・ソリューションの中核となる技術部門については、対象分野を絞り込み、人的資源の投入、

グループ外のパートナー企業との連繋を強化し技術力の向上を図り、当社グループの市場占有率を拡大すると同時

に市場環境に左右されにくい新規事業モデルを立ち上げていきます。世界の半導体市場は拡大基調に向かい、特に

APAC地域では高成長を達成するとの予測が大方であり、当社グループの諸施策も達成できるものと考えておりま

す。 

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

キャッシュ・フロー 

 営業活動により使用した資金は１億62百万円（前連結会計年度は13億39百万円の収入）となりました。これは、

主に売上債権・棚卸資産の増加、仕入債務の増加及び法人税等の支払によるものです。 

 投資活動により使用した資金は６億45百万円（前期は１億95百万円の収入）となりました。これは、主に投資有

価証券の取得及び出資金の増加によるものです。 

 財務活動により使用した資金は31億18百万円（前期比19.2％増）となりました。これは、主に長期借入金の返済

及び配当金の支払によるものです。 

財務政策 

当社グループの主な運転資金需要は、商品の購入及び人件費等の販売費及び一般管理費によるものです。当社

グループはこれらの資金需要に対し、主として金融機関からの借入により調達することとしています。主な借入期

間は、運転資金の回転に合わせ、返済期限が一年以内に到来する短期借入金で、主な通貨は日本円であります。 

また、売掛債権の流動化の枠組みを構築し、調達手段の多様化を図っています。なお、当社は運転資金の効率

的な調達を行うため、取引銀行３行と80億円の貸出コミットメント契約を締結しております。 



(6)経営者の問題認識と今後の方針について 

 今後のエレクトロニクス業界の激しい市場環境の変化が、商社の事業形態・機能を大きく変えていくことが予

想されます。生産面においては半導体メーカーの再編、中国産品の急速な台頭、ビジネスモデルにおいては電子機

器受託製造サービス（EMS）の本格化、システム・オン・チップ（SoC）手法の普及、機器におけるソフトウエア比

重の増大、さらに販売地域の観点においては顧客生産拠点の海外移転など、激変の渦中にあり、同時に今後想定さ

れる経営リスクは加速度的に増加しております。 

 このような環境下、当社グループは、次の基本方針をもって、新しい事業形態を持つ企業価値の高い会社を目指

してゆきます。 

①世界に通用するトップクラスのエレクトロニクス・ディストリビューターとして世界の顧客ニーズに対して、当

社の優れたサービスを提供する。 

②顧客の視点で考え、顧客満足を得るために顧客第一主義を徹底する。 

③半導体デザイン・インから技術支援・ボード設計・機器製造・調達・物流に至るまで、一貫したシステム・ソリ

ューションのサービス体制で当社機能の充実を図り、顧客のデマンドを創出する。 

④これらを実現するために、企業経営の人・物・金の各方面にわたる基盤の整備・強化を図ると共に、広範かつ複

雑化するリスクに対し適時的確な対応を行う。 

⑤当社を取り巻く利害関係者の期待に応え、常に企業価値の最大化を目指すと共に、地球環境保全への対応を整え

た企業として社会的責任を果たし、社会の発展に貢献できる企業を目指す。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資については、特記すべき事項はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。 

提出会社（平成19年３月31日現在） 

 （注）１．上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

(1)提出会社（平成19年３月31日現在） 

事業所名 
（所在地） 

品目別の名称 設備の内容 

帳簿価額 

従業員 
（人） 建物 

（百万円） 

工具器具
備品 
（百万円） 

ソフト 
ウエア 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

本社 

（東京都港区） 
全社統括業務 事務所 17 15 211 244 

402 

(16) 

商品センター 

(東京都立川市) 
管理業務 倉庫事務所 28 1 2 32 

11 

(53) 

事業所名（所在地） 品目別の名称 設備の内容 
従業員数 
（人） 

建物面積 
（㎡） 

年間賃借料 
（百万円） 

本社 

（東京都港区） 
全社統括業務 事務所 

402 

(16) 
3,944.69 350 

商品センター 

（東京都立川市） 
管理業務 倉庫事務所 

11 

(53) 
2,995.56 77 

大阪営業所 

（大阪市北区） 
半導体 事務所 

38 

(1) 
437.03 26 

名古屋営業所 

（名古屋市中村区） 
半導体 事務所 

20 

(1) 
204.60 17 



(2)在外子会社（平成19年３月31日現在） 

２．従業員数の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

会社名 事業所名（所在地） 
品目別
の名称 

設備の
内容 

従業員数 
（人） 

建物面積 
（㎡） 

年間賃借料 
（百万円） 

TOMEN (SINGAPORE)  

ELECTRONICS PTE.  

LTD. 

本社（Shenton Way,  

Singapore） 
半導体 事務所 

19 

(－) 
296.00 9 

TOMEN ELECTRONICS  

(HONG KONG)  

LIMITED 

本社（Kimberley  

Road, TST, Kowloon,  

Hong Kong） 

半導体 事務所 
22 

(1) 
437.76 15 

TOMEN ELECTRONICS  

AMERICA,INC. 

本社（San Jose,  

California, U.S.A.） 
半導体 事務所 

4 

(－) 
237.92 4 

TOMEN ELECTRONICS  

TAIWAN CORP. 

本社（中華民国 

台北市） 
半導体 事務所 

4 

(－) 
115.58 2 

TOMEN ELECTRONICS  

(SHANGHAI) CO.,LTD 

本社（中華人民共和国

上海市） 
その他 事務所 

4 

(－) 
163.77 4 

TOMEN ELECTRONICS  

(THAILAND) CO.,LTD 

本社（Bangkok,  

Thailand） 
半導体 事務所 

9 

(－) 
195.00 1 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１.有償一般募集 

  発行価格           2,639円 

  資本組入額          1,320円 

２.普通株式を１株につき２株に株式分割し、発行済株式総数が8,087,000株増加しております。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式156株は「個人その他」に１単元、「単元未満株式の状況」に56株含まれております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,174,000 16,174,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 16,174,000 16,174,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成14年９月10日

（注1） 
700,000 8,087,000 924 5,251 923 4,767 

平成17年５月20日 

（注2） 
8,087,000 16,174,000 － 5,251 － 4,767 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 

単元未満
株式の状
況（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 40 26 30 64 1 3,389 3,550 － 

所有株式数

（単元） 
－ 33,783 1,414 65,470 44,337 2 16,727 161,733 700 

所有株式数の

割合（％） 
－ 20.89 0.87 40.48 27.41 0.00 10.34 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービ

ス信託銀行株式会社所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。 

    ２．前事業年度末現在主要株主であった株式会社トーメンは、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。

前事業年度末現在主要株主でなかった豊田通商株式会社は、当事業年度末では主要株主となっております。

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

豊田通商株式会社 名古屋市中村区名駅４丁目９番８号 6,402 39.58 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券株式会社） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

（東京都港区六本木６丁目10番１号） 
2,050 12.67 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 993 6.14 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 943 5.83 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 877 5.42 

モルガン・スタンレー ・ア

ンド・カンパニー・インター

ナショナル・リミテッド 

（常任代理人 モルガン・ス

タンレー証券株式会社） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON  

E14 4QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号） 

412 2.54 

ジェーピー モルガン チェー

ス バンク 385093 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行） 

125 LONDON WALL. LONDON. EC2Y 5AJ U.K. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
342 2.11 

野村信託銀行株式会社  東京都千代田区大手町２丁目２番２号 254 1.57 

ビーエヌピー パリバ セキュ

リティーズ サービス ルクセ

ンブルグ ジャスデック セキ

ュリティーズ 

（常任代理人 香港上海銀

行） 

23, AVENUE DE LA PORTE NEUVE L-2085  

LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

249 1.54 

ジェーピー モルガン チェー

ス バンク 385058 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET, LONDO

N,EC2P 2HD ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

200 1.23 

計 － 12,725 78.67 



３．みずほ証券株式会社とその共同保有者であるみずほ信託銀行株式会社及び富士投信投資顧問株式会社から、

平成18年５月15日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり

株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

４．タワー投資顧問株式会社から、平成18年10月17日付の大量保有報告書の写しの送付があり、以下のとおり株

式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

５．野村證券株式会社から、平成19年２月７日付の大量保有報告書の写しの送付があり、野村アセットマネジメ

ント株式会社が以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時

点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区日本橋１丁目５番１号 11 0.07 

みずほ信託銀行株式会社  東京都中央区八重洲１丁目２番１号  873 5.40 

富士投信投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋小船町８番１号 6 0.04 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

タワー投資顧問株式会社 東京都港区芝大門１丁目12番16号 2,033 12.57 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

野村アセットマネジメント

株式会社 
東京都中央区日本橋１丁目12番１号 1,610 9.96 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,173,200 161,732 － 

単元未満株式 普通株式      700 － 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 16,174,000 － － 

総株主の議決権 － 161,732 － 



②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社トーメンエレ

クトロニクス 

東京都港区港南一

丁目８番27号 
100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 156 － 156 － 



３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元については、経営基盤強化のため内部留保の充実を図りながら安定配当を継

続することを基本方針としております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の

配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

上記方針に基づき当期期末配当は、平成19年６月28日の第35回定時株主総会において１株につき普通配当15

円と決議されました。中間配当（１株当たり15円）と合わせまして、当期の１株当たり配当金は年30円、配当性

向は30.43％となります。 

内部留保につきましては、経営基盤の強化、新規市場開拓など成長戦略への投資、事業拡大に伴う運転資金

への充当及び財務体質の強化に活用してまいります。 

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定

款に定めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記録又は記載された株主の所有株式数を１株につき２

株の割合をもって分割しております。 

３．□印は、株式分割による権利落後の株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日  
配当金の総額  
（百万円） 

１株当たり配当額  
（円） 

平成18年10月26日 

取締役会決議 
242 15 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
242 15 

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 3,810 5,360 
6,600 

□2,670 
3,580 3,140 

最低（円） 2,100 2,260 
4,630 

□2,570 
2,530 1,790 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 2,270 2,210 2,175 2,290 2,130 2,020 

最低（円） 1,790 1,980 1,981 2,050 1,951 1,859 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役社長 代表取締役 真下 敏男 昭和24年11月１日生 

昭和52年９月 当社入社 

平成５年４月 当社 営業本部副本部長 

平成７年６月 当社 取締役営業本部長 

平成12年４月 当社 取締役マーケティング

本部長 

平成13年６月 当社 常務取締役マーケティ

ング本部長 

平成16年６月 当社 代表取締役副社長 マ

ーケティング本部長 

平成16年10月 当社 代表取締役副社長 マ

ーケティング本部、ディスト

リビューション本部、ソリュ

ーションビジネス本部、商品

管理部、海外事業企画室担当 

平成17年６月 当社 代表取締役社長（現） 

(注) 

５ 
6,700 

常務取締役 
代表取締役 

(営業事業担当) 
石橋 隆 昭和29年２月28日生 

昭和59年４月 当社入社 

平成８年11月 当社 マーケティング本部副

本部長兼営業本部副本部長 

平成13年６月 当社 取締役マーケティング

本部副本部長兼ＳＴ営業部長 

平成15年４月 当社 取締役マーケティング

本部副本部長 

平成16年10月 当社 取締役マーケティング

本部長 

平成17年６月 当社 取締役マーケティング

本部長（商品管理部担当） 

平成18年６月 当社 代表取締役常務（営業

事業担当）（現） 

(注) 

５ 
3,500 

取締役 （職能担当） 六鹿 秀樹 昭和25年２月16日生 

昭和47年４月 株式会社トーメン（現豊田通

商株式会社）入社 

平成15年４月 同社 機械・エレクトロニク

ス・エネルギー本部企画部長 

平成15年６月 当社 監査役 

平成17年４月 株式会社トーメン（現豊田通

商株式会社）機械・エレクト

ロニクス本部長付 

平成17年６月 当社 取締役（経営企画室、

業務管理室、HR開発室担当） 

平成17年６月 株式会社トーメン（現豊田通

商株式会社） 退社 

平成18年６月 当社 取締役（職能担当）

（現） 

(注) 

５ 
2,600 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 
（ソリューショ

ン事業担当） 
大塩 忠 昭和23年11月29日生 

平成13年４月 株式会社日立製作所 半導体

グループ応用システム技術本

部長 

平成14年10月 当社入社 マーケティング本

部副本部長兼技術統括室長 

平成15年４月 当社 マーケティング本部副

本部長兼技術統括室長兼ソリ

ューションビジネス統括室長 

平成16年10月 当社 ソリューションビジネ

ス本部長兼技術統括室長 

平成17年４月 当社 ソリューションビジネ

ス本部長 

平成17年６月 当社 取締役ソリューション

ビジネス本部長兼海外事業企

画室長 

平成18年６月 当社 取締役（ソリューショ

ン事業担当）（現） 

(注) 

５ 
2,000 

取締役   佐原 伸彦 昭和19年２月８日生 

昭和41年４月 トヨタ自動車工業株式会社入

社 

平成９年１月 豊田通商株式会社 顧問 

平成９年６月 同社 取締役 

平成13年６月 同社 常務取締役 

平成16年６月 同社 専務取締役 

平成17年６月 同社 代表取締役副社長

（現） 

平成18年６月 当社 取締役（非常勤）

（現） 

(注) 

５ 
－ 

取締役   清水 良二 昭和22年２月９日生 

昭和45年４月 豊田通商株式会社入社 

平成13年６月 同社 取締役 

平成16年６月 同社 常務取締役 

平成18年６月 当社 取締役（非常勤）

（現） 

平成19年６月 豊田通商株式会社 専務取締

役（現） 

(注) 

５ 
－ 

取締役   松平 惣一郎 昭和29年11月３日生 

昭和52年４月 豊田通商株式会社入社 

平成12年４月 同社 情報電子部長 

平成17年６月 同社 取締役 

平成18年４月 同社 執行役員 機械・エレク

トロニクス本部長補佐（現） 

平成18年６月 当社 取締役（非常勤）

（現） 

（主要な兼職） 

平成17年６月 株式会社豊通エレクトロニク

ス代表取締役社長（現） 

(注) 

５ 
－ 

 



 （注）１．取締役佐原伸彦、清水良二及び松平惣一郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役大澤智、蔭山眞人、高橋克紀及び浅野幹雄は、株式会社の監査等に関する会社法第２条第16号に定め

る社外監査役であります。 

３．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

４．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

７．当社は意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を導入しております。 

  執行役員は７名で、海外事業統括室長 鈴木邦治、商品管理室長 鈴木正美、経営企画室長 岡本康、東日

  本第一事業部長 清野勝、東日本第二事業部長 古屋和久、西日本事業部長兼大阪マーケティング部長 東

  橋達夫、業務管理室長 西潟久男で構成されております。 

  なお、商品管理室長 鈴木正美は、平成19年６月30日付をもって執行役員を退任予定であります。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

監査役 常勤 大澤 智 昭和22年６月25日生 

昭和46年４月 株式会社トーメン（現豊田通

商株式会社）入社 

平成15年４月 同社 常務理事リスクマネジ

メント部長 

平成16年４月 同社 常務理事リスクマネジ

メント部担当役員付 

平成16年６月 同社 退社 

平成16年６月 当社 常勤監査役（現） 

(注) 

３ 
500 

監査役   蔭山 眞人 昭和24年１月28日生 

平成15年２月 株式会社トーメン（現豊田通

商株式会社） 特別顧問 

平成15年６月 同社 代表取締役社長 

平成18年４月 豊田通商株式会社 代表取締

役副社長（現） 

平成18年６月 当社 監査役（非常勤）

（現） 

(注) 

４ 
－ 

監査役   高橋 克紀 昭和19年６月８日生 

昭和43年４月 豊田通商株式会社入社 

平成９年６月 同社 取締役 

平成14年５月 同社 取締役繊維部長 

平成14年６月 同社 常務取締役 

平成17年６月 同社 専務取締役 

平成19年６月 同社 代表取締役副社長

（現） 

平成19年６月 当社 監査役（非常勤）

（現） 

(注) 

６ 
－ 

監査役    浅野 幹雄 昭和27年７月29日生 

昭和50年４月 豊田通商株式会社入社  

平成14年５月 同社 リスクマネジメント部

長 

平成15年６月 同社 取締役リスクマネジメ

ント部長  

平成17年７月 同社 取締役人事総務部長 

平成18年４月 同社 執行役員コーポレート

本部長補佐 

平成19年６月 同社 常務取締役（現） 

平成19年６月 当社 監査役（非常勤）

（現） 

(注) 

６ 
－ 

        計   15,300 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスについての基本的な考え方は次のとおりであります。すなわち、当社は、コ

ーポレート・ガバナンスの本来的な意義について、資本提供者、従業員、取引先、地域社会などの当社を取り巻く

関係者の利害を調整した、バランスの取れた適正な企業グループ経営をあるべき姿として求めていくことと理解し

ております。 

また、当社は、企業価値について、単に株式時価総額だけで測れるものではなく、雇用や地域への貢献・配

慮、取引先との関係も加味して企業価値が形成されるものと考えており、その最大化を目指した経営に徹すること

により、株主のみならず、全ての利害関係者に応える、すなわち、コーポレート・ガバナンスに応える経営ができ

るものと考えております。 

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制は、以下のとおりで

あります。 

a 当社は、監査役制度を採用しております。 

b 社外取締役は、取締役７名のうち３名、社外監査役は、監査役４名全員を選任しております。 

c 当社の業務執行の意思決定は、社長の業務執行上の諮問機関としての経営会議での検討を経て、社外取締役及

び社外監査役の出席する取締役会で審議を加える体制を採ることにより、迅速な意思決定を図りつつ、経営の

透明性、公平性の確保に努めております。 

d 監査役４名のうち１名が常勤監査役として常時執務しており、取締役会に常時出席しております。非常勤監査

役３名も基本的には取締役会に出席しており、取締役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。 

②経営組織の系統図 



③会社の機関の内容 

当社は、取締役７名（うち社外取締役３名）による取締役会を原則毎月１回開催し、経営意思決定を行ってお

ります。また、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を導入するとともに、社外取締役

を除く取締役と執行役員で構成する経営会議を組織し、これを原則毎月２回開催し、業務執行に関する意思決定を

行っております。 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役４名で監査役会を構成し、おおむね毎月１回開催しております。

監査役は取締役会及び経営会議その他重要な会議に出席して取締役の業務執行の監査を行うとともに、監査役会に

おいて定めた監査計画に基づき本社、営業所及び子会社の監査を実施して執行状況の監査を行っております。 

④内部統制システムの整備の状況 

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、当社及び当社の子会社から成る当社グループの業務の適正を確

保するための体制（以下「内部統制」という。）の整備に関する基本方針を以下のとおり定めております。内部統

制の整備に関する最高責任者は代表取締役社長であり、各担当役員、所管部門を通じた本基本方針に基づく必要な

規程・マニュアルの整備、運用を徹底させることとしております。また、本基本方針及び規程・マニュアル等を状

況変化に応じて適宜見直すことにより、内部統制の実効性の維持向上を図っております。 

a 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

イ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企業倫理を果たすため、

経営理念及び行動指針を定め、それを取締役及び使用人の全員に周知徹底させる。 

ロ コンプライアンス担当取締役を置き、コンプライアンス担当部を設置する。コンプライアンス担当部

は、法令遵守・倫理・人権配慮・社会貢献等に関する総合把握・調整を行う。 

ハ 取締役及び使用人に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配布等を行うこと等に

より、取締役及び使用人に対しコンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識を醸

成する。 

ニ 取締役及び使用人の違法行為又は反倫理的行為に該当する行為、又はその恐れのある行為を早期に発見

し是正するため内部通報制度を導入し、適正な企業活動の遂行に資する。 

ホ 内部監査部門を設置し、内部監査規程に基づき定期的に内部監査を実施することにより、コンプライア

ンス体制の実効性を確保し、内部統制システムの有効性を検証する。 

b 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

重要な意思決定及び報告に関する文書の作成、整理、保管、保存及び廃棄は、文書管理規程に基づき適切

に行う。 

c 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

イ 会社リスク全般にわたる総合管理を行う組織として代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を

設置する。 

ロ 各主管部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が当該リスクに関する規程を定め、リスク管理

体制の構築及び運用を行う。各主管部門の長は、定期的にリスク管理の状況をリスク管理委員会に報告

する。 

d 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

イ 経営機構改革の一環として執行役員制度を導入し、取締役は経営の迅速化、監督機能の強化など経営監

督機能に専念し、業務執行権限を執行役員に委譲して執行責任を明確にする。 

ロ 取締役会は中期事業計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、各部門ごとに業績

目標を明確化し、かつその評価方法を明らかにする。 

ハ 意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図る。ただし、重要と認められる事項について

は、経営会議を設置して合議制により慎重な審議を経たうえで取締役会により意思決定を行う。 

e 当社並びに当社の親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

イ 企業集団の経営理念及び行動指針を定め、また、関係会社の全役職員を通報対象者とした内部通報制度

を導入し、企業集団の適正な企業活動の遂行に資する。 

ロ 関係会社管理の担当部を置き、関係会社管理規程を定め、関係会社の状況に応じて必要な管理を行う。 

ハ リスク管理委員会は、企業集団のリスクの総合管理を行う。 

ニ 企業集団内取引については、必要に応じて関係会社管理の担当部署が必要に応じて審査を行い、企業集

団内取引の公正性を保持する。 



f 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役は、監査部の要員に対し、補助者として監査役監査業務の補助を行うよう命令できる。 

g 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

前号の補助者の人事異動・人事評価・懲戒処分を行うには、監査役会と協議のうえ決定する。 

h 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

イ 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したとき、取締役及び使用人に

よる違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたとき

は、監査役に報告する。 

ロ 代表取締役社長は、監査役会と協議のうえ、定期的又は不定期に、担当する部門のリスク管理体制につ

いて報告する。 

i その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

イ 取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努める。 

ロ 代表取締役社長との定期的な意見交換会を開催し、また、内部監査部門との連携を図り、適切な意思疎

通及び効果的な監査業務の遂行を図る。 

④内部監査及び監査役監査の状況 

当社は、取締役会による業務執行状況の監督、監査役会による監査を軸に経営監視体制を構築しております。

監査役監査体制につきましては、前述のとおり、監査役４名全員を社外監査役とすることで、透明性を高めており

ます。内部監査につきましては、内部監査部門として代表取締役社長直轄に監査部（内部監査担当者２名）を設置

し、内部監査規程に基づき、監査計画を策定、業務執行が適正かつ効率的に行われているかを検証し、監査結果及

び改善のための提言が直接取締役及び監査役に報告される体制を構築しております。監査役及び内部監査部門と会

計監査人との連携については、事業年度開始時に監査体制及び監査計画について協議を行っており、また定期的に

監査実施状況の報告会を実施しております。また、必要に応じて随時協議できるような関係を保持しております。

⑤会計監査の状況 

当社の会計監査人であった中央青山監査法人（現：みすず監査法人）は、金融庁より平成18年７月１日から８

月31日までの２ヶ月間の業務の一部停止処分を受けたため、平成18年７月１日をもって会計監査人としての資格を

喪失いたしました。これに伴い、業務停止期間中に当社会計監査人の不在による影響を回避し、当社に対する監査

業務が適切に行われるよう、平成18年７月27日に、あらた監査法人を一時会計監査人に選任いたしました。 

なお、当社はあらた監査法人の一時会計監査人としての任期満了に伴い、平成19年６月28日開催の定時株主総

会において、あらた監査法人を会計監査人に選任する旨を決議いたしました。 

当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員：   吉田周邦、高濱 滋 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士５名、会計士補等７名、その他１名 

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外取締役３名及び社外監査役４名は、親会社の役員、執行役員及び出身者であります。 

いずれも、資本関係又は取引関係等の利害関係はありません。 

(2)リスク管理体制の整備の状況 

当社は、会社リスク全般にわたる総合管理を行う組織として代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会

を設置しております。 

各主管部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が当該リスクに関する規程を定め、リスク管理体制の

構築及び運用を行っております。また、各主管部門の長は、定期的にリスク管理の状況をリスク管理委員会に報告

することとしております。 



(3)役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

取締役に支払った報酬 83百万円 

監査役に支払った報酬 18百万円 

なお、社外取締役に対する報酬はありません。 

(4)監査報酬の内容 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額は19百万円であります。 

あらた監査法人  19百万円 

なお、上記以外の業務に基づく報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については中央青山

監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表

及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を

受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前連結会計年度及び前事業年度  中央青山監査法人 

  当連結会計年度及び当事業年度  あらた監査法人 

 また、中央青山監査法人は平成18年９月１日に名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     6,624     2,734  

２．受取手形及び売掛金 ※３   33,254     34,655  

３．棚卸資産     10,265     15,599  

４．繰延税金資産     681     616  

５．その他     688     540  

貸倒引当金     △44     △42  

流動資産合計     51,468 91.8   54,102 91.2 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1)建物   232     242    

減価償却累計額   171 61   179 62  

(2)工具器具備品   177     160    

減価償却累計額   141 35   123 37  

(3)その他   22     22    

減価償却累計額   4 17   11 11  

有形固定資産合計     114 0.2   111 0.2 

２．無形固定資産     282 0.5   337 0.5 

３．投資その他の資産              

(1)投資有価証券 ※１   3,203     3,149  

(2)繰延税金資産     593     694  

(3)その他 ※１   447     961  

貸倒引当金     △15     △9  

投資その他の資産合計     4,229 7.5   4,795 8.1 

固定資産合計     4,626 8.2   5,243 8.8 

資産合計     56,094 100.0   59,345 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※３   6,920     11,107  

２．短期借入金     10,446     9,895  

３．未払法人税等     759     557  

４．繰延税金負債     0     0  

５．賞与引当金     329     367  

６．その他     1,171     1,328  

流動負債合計     19,628 35.0   23,255 39.2 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金     2,000     －  

２．繰延税金負債     2     2  

３．退職給付引当金     1,352     1,316  

４．役員退職慰労引当金     98     38  

５．その他     202     123  

固定負債合計     3,656 6.5   1,479 2.5 

負債合計     23,285 41.5   24,735 41.7 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     168 0.3   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   5,251 9.4   － － 

Ⅱ 資本剰余金     4,767 8.5   － － 

Ⅲ 利益剰余金     22,285 39.7   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    196 0.3   － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定     141 0.3   － － 

Ⅵ 自己株式 ※５   △0 △0.0   － － 

資本合計     32,641 58.2   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    56,094 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 5,251 8.8 

２．資本剰余金  － － 4,767 8.0 

３．利益剰余金  － － 24,372 41.1 

４．自己株式  － － △0 △0.0 

  株主資本合計  － － 34,390 57.9 

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

 － － 31 0.1 

２．為替換算調整勘定  － － 187 0.3 

  評価・換算差額等合計  － － 219 0.4 

純資産合計  － － 34,610 58.3 

負債純資産合計  － － 59,345 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     132,474 100.0   124,743 100.0 

Ⅱ 売上原価     120,025 90.6   112,639 90.3 

売上総利益     12,449 9.4   12,104 9.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．従業員給与及び賞与   2,972     3,442    

２．賞与引当金繰入額   329     367    

３．退職給付費用   155     174    

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

  16     4    

５．減価償却費   116     116    

６．営業権償却額   20     －    

７．賃借料   975     996    

８．その他   3,150 7,735 5.8 3,479 8,579 6.9 

営業利益     4,713 3.6   3,525 2.8 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   46     82    

２．受取配当金   9     15    

３．持分法による投資利益   363     368    

４．仕入割引   0     2    

５．その他   12 433 0.3 15 485 0.4 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   154     113    

２．売上割引   37     31    

３．為替差損   492     70    

４．その他   9 694 0.5 0 215 0.2 

経常利益     4,452 3.4   3,795 3.0 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入益   4     1    

２．固定資産売却益 ※１ 13     －    

３．投資有価証券売却益   161     224    

４．役員退職慰労引当金戻
入益 

  22     －    

５．その他   0 202 0.1 0 226 0.2 

               

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※２ 0     2    

２．投資有価証券売却損   0     0    

３．投資有価証券評価損   － 1 0.0 80 82 0.0

税金等調整前当期純利
益 

    4,653 3.5   3,938 3.2 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,480     1,270    

法人税等調整額   104 1,584 1.2 75 1,345 1.1 

少数株主利益     43 0.0   10 0.0 

当期純利益     3,024 2.3   2,582 2.1 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,767 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     4,767 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     19,789 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益   3,024 3,024 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   505  

２．取締役賞与金   23 528 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     22,285 

       



連結株主資本等変動計算書 

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
5,251 4,767 22,285 △0 32,303 

当連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 (注)     △242   △242 

剰余金の配当     △242   △242 

取締役賞与 (注)     △10   △10 

当期純利益     2,582   2,582 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 2,086 － 2,086 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
5,251 4,767 24,372 △0 34,390 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
196 141 337 168 32,809 

当連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 (注)         △242 

剰余金の配当         △242 

取締役賞与 (注)         △10 

当期純利益         2,582 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△164 46 △117 △168 △286 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△164 46 △117 △168 1,800 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
31 187 219 － 34,610 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利
益 

  4,653 3,938 

減価償却費   116 116 

営業権償却費   20 － 

のれん償却費   － 11 

持分法による投資利益   △363 △368 

固定資産除却損   0 2 

退職給付引当金の増減
額(減少：△) 

  5 △36 

役員退職慰労引当金の
増減額(減少：△) 

  △96 △60 

賞与引当金の増減額(減
少：△) 

  △91 38 

貸倒引当金の増減額(減
少：△) 

  △4 △7 

受取利息及び受取配当
金 

  △56 △98 

支払利息   154 113 

固定資産売却益   △13 － 

投資有価証券売却益   △161 △224 

売上債権の増減額(増
加：△) 

  1,903 △1,365 

棚卸資産の増減額(増
加：△) 

  △562 △5,318 

仕入債務の増減額(減
少：△) 

  △1,630 4,149 

未収消費税等の増減額
(増加：△) 

  △72 △13 

未払消費税等の増減額
(減少：△) 

  △173 － 

役員賞与の支払額   △23 △10 

その他   △208 356 

小計   3,397 1,221 

利息及び配当金の受取
額 

  96 138 

利息の支払額   △159 △102 

法人税等の支払額   △1,994 △1,421 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,339 △162 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △40 △31 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  17 2 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △31 △36 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △118 △289 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  377 292 

その他   △9 △583 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  195 △645 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

短期借入金の純増減額
(減少：△) 

  △2,033 △553 

ファイナンスリース債
務の返済 

  △78 △79 

長期借入金の返済   － △2,000 

配当金の支払額   △505 △485 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △2,617 △3,118 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  188 37 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額(減少：△) 

  △893 △3,889 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  7,517 6,624 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  6,624 2,734 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数   ８社 

連結子会社名は、「第１ 企業の概況

４．関係会社の状況」に記載しており

ます。 

なお、TOMEN ELECTRONICS (SHANGHAI) 

CO., LTD.及びTOMEN ELECTRONICS  

(THAILAND) CO., LTD．は当連結会計年

度において新たに設立したことにより、

当連結会計年度より連結子会社に含めて

おります。 

また、PACIFIC PROCUREMENT AND 

LOGISTICS,INC.は、調達代行業務を株式

会社ピーピーエルに移管し当連結会計年

度に清算したため、連結子会社から除外

しております。 

連結子会社の数   ７社 

連結子会社名は、「第１ 企業の概況

４．関係会社の状況」に記載しており

ます。 

なお、株式会社ピーピーエルは、平成19

年３月１日付にて株式会社ティーエーピ

ーを吸収合併いたしました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社の数     １社 

該当関連会社名 

株式会社トーメンデバイス 

持分法適用会社の数     ２社 

該当関連会社名 

株式会社トーメンデバイス 

上海虹日国際電子有限公司 

上海虹日国際電子有限公司は、持分の追

加取得に伴い当連結会計年度より持分法

適用会社となりました。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、株式会社ピーピ

ーエル及び株式会社ティーエーピーは３

月31日、その他の連結子会社は12月31日

であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

連結子会社の決算日は、株式会社ピーピ

ーエルは３月31日、その他の連結子会社

は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (ロ)デリバティブ 

時価法 

(ロ)デリバティブ 

同左 

  (ハ)棚卸資産 

連結財務諸表提出会社、株式会社ピ

ーピーエル及び株式会社ティーエー

ピーは移動平均法による原価法 

その他の連結子会社は移動平均法に

よる低価法 

(ハ)棚卸資産 

連結財務諸表提出会社、株式会社ピ

ーピーエルは移動平均法による原価

法 

その他の連結子会社は移動平均法に

よる低価法 

     

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

連結財務諸表提出会社は定率法 

連結子会社は下記を除き定率法 

TOMEN ELECTRONICS AMERICA,INC.及

びTOMEN ELECTRONICS (THAILAND)  

CO.,LTD.は定額法であります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建    物 10～15年 

工具器具備品 ５～10年 

(イ)有形固定資産 

同左 

  (ロ)無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウエア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

営業権については、発生時一括償却 

(ロ)無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウエア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

(3)重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

連結会社間の債権及び債務の相殺消

去後の金額に対して、売上債権、貸

付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

従業員への賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(ロ)賞与引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ハ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

翌連結会計年度に一括費用処理する

こととしております。 

(ハ)退職給付引当金 

同左 

  (ニ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(ニ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく要支給額を計上し

ておりましたが、平成18年６月に同

制度を廃止し、平成18年７月以降新

規の引当を停止しております。従い

まして、当連結会計年度末の残高は

現任役員が平成18年６月以前に就任

していた期間に応じて引当計上した

額であります。 

   （追加情報） 

従来、役員の退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を

計上しておりましたが、役員の報酬体

系の見直しに伴い、平成18年６月29日

付で役員退職慰労金制度を廃止してお

ります。 

 

(4)重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換

算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債、収益及

び費用は各社の会計年度の末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上しておりま

す。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債、収益及

び費用は各社の会計年度の末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

(5)重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(6)その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 
────── 

全面時価評価法によっております。 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

────── のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に

確定した連結会社の利益処分に基づいて

作成しております。 

────── 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。なお、これによる損益に与える影響はありません。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、34,610百

万円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券 2,596百万円 投資有価証券 2,958百万円 

出資金 476百万円 

  上記出資金は、投資その他の資産の「その他」

に含まれております。 

 ２．偶発債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対

する保証債務 

２．偶発債務  

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対する

保証債務 

上海虹日国際電子有限公司 

79百万円 （513千米ドルほか） 

上海虹日国際電子有限公司 

  355百万円 （2,001千米ドルほか） 

上記金額は、決算日の為替相場により円換算し

ております。 

上記金額は、決算日の為替相場により円換算し

ております。 

※３．      ────── ※３．連結会計年度末日の満期手形の会計処理は手形交

換日をもって決済処理しております。従いまし

て、当連結会計年度末日は金融機関の休業日であ

ったため、次の満期手形が当連結会計年度末日の

残高に含まれております。   

   

   

受取手形 471百万円 

支払手形 71百万円 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式16,174,000株

であります。 

※４．       ────── 

※５．当社が保有する自己株式の数は、普通株式156株で

あります。 

※５．       ────── 

６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しており、また、

取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。 

当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高は次のとお

りであります。 

６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しており、また、

取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。 

当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
5,700百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 5,700百万円 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
9,200百万円 

借入実行残高 8,000百万円 

差引額 1,200百万円 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１．       ────── 

車輌運搬具 13百万円     

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 0百万円 建物付属設備 0百万円 

工具器具備品  1百万円 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 16,174,000 － － 16,174,000 

合計 16,174,000 － － 16,174,000 

自己株式        

普通株式 156 － － 156 

合計 156 － － 156 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 242 15 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年10月26日 

取締役会 
普通株式 242 15 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 242 利益剰余金  15 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,624百万円

現金及び現金同等物 6,624百万円

現金及び預金勘定     2,734百万円

現金及び現金同等物      2,734百万円

２．重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ

３百万円及び３百万円であります。 

２．             ────── 

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

   

取得価額

相当額 

（百万円） 

 

減価償却累

計額相当額

（百万円） 

 

期末残高

相当額 

（百万円）

工具器具備

品 
  448   251   197 

その他   564   308   256 

合 計   1,013   559   453 

   

取得価額

相当額 

（百万円）

 

減価償却累

計額相当額

（百万円） 

 

期末残高

相当額 

（百万円）

工具器具備

品 
  427   285   141 

その他   490   341   148 

合 計   917   627   290 

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 197百万円

１年超 272百万円

合計 469百万円

１年以内 150百万円

１年超 152百万円

合計 303百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 224百万円

減価償却費相当額 211百万円

支払利息相当額 11百万円

支払リース料 208百万円

減価償却費相当額 198百万円

支払利息相当額 7百万円

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 58百万円

１年超 53百万円

合計 111百万円

１年以内 73百万円

１年超 45百万円

合計 119百万円



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

  種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1)株式 75 382 306 

(2)その他 4 9 5 

小計 79 391 311 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1)株式 － － － 

(2)その他 － － － 

小計 － － － 

合計 79 391 311 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

377 161 0 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 215 



当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日） 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日） 

  種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1)株式 12 52 40 

(2)その他 － － － 

小計 12 52 40 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1)株式 1 0 △0 

(2)その他 － － － 

小計 1 0 △0 

合計 13 53 40 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

67 224 0 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 136 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

連結財務諸表提出会社 

(1)取引の内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、為替予約

取引であります。 

連結財務諸表提出会社 

(1)取引の内容 

同左 

(2)取引に対する取組方針 

当社の外貨建取引については、実需に基づいた為替

予約取引を行っております。なお、投機的取引は行

わない方針であります。 

(2)取引に対する取組方針 

同左 

(3)取引の利用目的 

為替予約取引は為替相場変動リスクの回避を目的と

しております。 

(3)取引の利用目的 

同左 

(4)取引に係るリスクの内容 

為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有し

ております。なお、当社のデリバティブ取引の契約

先はいずれも信用度の高い国内の銀行であり、相手

方の契約不履行によるリスクは殆どないと認識して

おります。 

(4)取引に係るリスクの内容 

同左 

(5)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の極度額については社長申請事項で

あり、個々の取引については財務部長が事前に業務管

理室長の承認を受け実行し、その管理は財務部が担当

しております。また、取引の結果についてはその都

度、財務部を管掌している担当役員へ報告しておりま

す。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

同左 

   

連結子会社 

デリバティブ取引をしておりませんので、該当事項

はありません。 

連結子会社 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

区分 種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

契約額等 

（百万円） 

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価 

（百万円）

評価損益 

（百万円）

契約額等 

（百万円）

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円）

市場取引以

外の取引 

為替予約取引                

売建                

米ドル 12,912 － 13,026 △114 10,503 － 10,484 18 

買建                

米ドル 11,143 － 11,163 19 13,123 － 13,062 △61 

ユーロ － － － － 92 － 93 1 

合計 24,055 － 24,189 △94 23,719 － 23,640 △40 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

（注）時価の算定方法 

期末の時価は先物相場を使用しております。 

    （注）時価の算定方法 

        同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
（百万円） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

（百万円） 

(1) 退職給付債務 △2,217 △2,425 

(2) 年金資産 887 1,027 

(3) 未積立退職給付債務 (1)＋(2) △1,329 △1,398 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 － － 

(5) 未認識数理計算上の差異 △22 82 

(6) 未認識過去勤務債務（債務の減額） － － 

(7) 連結貸借対照表計上額純額 (3)＋

(4)＋(5)＋(6) 
△1,352 △1,316 

(8) 前払年金費用 － － 

(9) 退職給付引当金 (7)－(8) △1,352 △1,316 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

（注）厚生年金基金の代行部分を含めて記載しており

ます。 

            同左 

 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（百万円） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（百万円） 

退職給付費用 155 174

(1)勤務費用 

(2)利息費用 

(3)期待運用収益 

(4)過去勤務債務の額の費用処理額 

(5)数理計算上の差異の費用処理額 

(6)会計処理基準変更時差異の費用処理額 

(7)臨時に支払った割増退職金 

143

47

△17

－

△18

－

－

167

55

△26

－

△22

－

－

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除して

おります。 

            同左 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2) 割引率 2.5％ 同左 

(3) 期待運用収益率 3.0％ 同左 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 －  － 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 １年（翌連結会計年度に一括費

用処理） 

同左 

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 会計基準変更時差異はありませ

ん。 

同左 



（税効果会計関係） 

 （注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  （百万円）

繰延税金資産  

未払事業税等 58 

賞与引当金限度超過額 133 

棚卸資産評価損 422 

退職給付引当金限度超過額 550 

役員退職慰労引当金 40 

投資有価証券評価損 107 

その他 104 

繰延税金資産小計 1,416 

評価性引当額 △12 

繰延税金資産合計 1,404 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △130 

その他 △3 

繰延税金負債合計 △133 

繰延税金資産（負債）の純額 1,271 

  （百万円）

繰延税金資産  

未払事業税等 46 

賞与引当金限度超過額 149 

棚卸資産評価損 337 

退職給付引当金限度超過額 535 

役員退職慰労引当金 15 

投資有価証券評価損 115 

その他 164 

繰延税金資産小計 1,364 

評価性引当額 △9 

繰延税金資産合計 1,354 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 17 

その他 29 

繰延税金負債合計 46 

繰延税金資産（負債）の純額 1,308 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

  （百万円）

流動資産－繰延税金資産 681 

固定資産－繰延税金資産 593 

流動負債－繰延税金負債 △0 

固定負債－繰延税金負債 △2 

  （百万円）

流動資産－繰延税金資産 616 

固定資産－繰延税金資産 694 

流動負債－繰延税金負債 △0 

固定負債－繰延税金負債 △2 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.7 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
0.9 

住民税均等割 0.4 

関連会社持分法損益 △3.2 

国内より税率の低い海外子会

社の利益 
△4.6 

その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
34.1 

  （％）

法定実効税率 40.7 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
1.0 

住民税均等割 0.5 

関連会社持分法損益 △3.8 

国内より税率の低い海外子会

社の利益 
△5.5 

その他 1.3 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
34.2 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において当社及び連結子会社は、電子部品・機器の販売事業の単一セグメ

ントであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア………香港、シンガポール、台湾、中国、タイ 

(2)北米…………米国 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア………香港、シンガポール、台湾、中国、タイ 

(2)北米…………米国 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 94,612 35,900 1,961 132,474 － 132,474 

(2)セグメント間の内部売上高 24,888 440 5 25,334 (25,334) － 

計 119,500 36,341 1,967 157,809 (25,334) 132,474 

営業費用 115,649 35,425 1,991 153,065 (25,304) 127,761 

営業利益（又は営業損失） 3,851 916 (23) 4,743 (30) 4,713 

Ⅱ 資産 53,499 8,232 147 61,879 (5,784) 56,094 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 88,022 36,252 468 124,743 － 124,743 

(2)セグメント間の内部売上高 29,107 305 2 29,415 (29,415) － 

計 117,129 36,557 471 154,159 (29,415) 124,743 

営業費用 114,340 35,692 541 150,574 (29,355) 121,218 

営業利益（又は営業損失） 2,789 864 (69) 3,584 (59) 3,525 

Ⅱ 資産 52,327 11,040 100 63,468 (4,122) 59,345 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の主たる内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア………香港、シンガポール、中国他 

(2)北米…………米国他 

(3)その他………チェコ他 

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の主たる内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア………香港、シンガポール、中国他 

(2)北米…………米国 

(3)その他………イスラエル他 

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度に係る「関連当事者との取引」に関する注記については、重要性がないため記載を省略してお

ります。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当連結会計年度に係る「関連当事者との取引」に関する注記については、重要性がないため記載を省略してお

ります。 

  アジア 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 46,314 4,905 116 51,336 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       132,474 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
35.0 3.7 0.1 38.8 

  アジア 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 45,902 3,506 48 49,457 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       124,743 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
36.8 2.8 0.0 39.6 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,017円49銭 

１株当たり当期純利益金額 186円35銭 

１株当たり純資産額 2,139円88銭 

１株当たり当期純利益金額 159円68銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の割

合をもって株式分割を行っております。当該株式分割が

前期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報につ

いては、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

1,837円02銭 

１株当たり当期純利益金額 

251円80銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 3,024 2,582 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 10 － 

（うち利益処分による役員賞与金） ( 10)  ( －)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,014 2,582 

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,173 16,173 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）「平均利率」については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 10,446 9,895 0.98 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,000 － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 12,446 9,895 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     4,366     815  

２．受取手形 ※６   3,615     3,964  

３．売掛金 ※１   29,954     28,489  

４．商品     8,638     11,959  

５．前渡金     267     93  

６．前払費用     48     57  

７．繰延税金資産     647     570  

８．未収入金     190     106  

９．その他     193     133  

貸倒引当金     △45     △90  

流動資産合計     47,878 95.3   46,100 93.6 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1)建物   215     222    

減価償却累計額   158 57   166 55  

(2)工具器具備品   113     90    

減価償却累計額   99 13   71 19  

有形固定資産合計     71 0.1   75 0.1 

２．無形固定資産              

  その他     268     224  

無形固定資産合計     268 0.5   224 0.5 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

３．投資その他の資産              

(1)投資有価証券     607     190  

(2)関係会社株式     446     1,006  

(3)出資金     58     －  

(4)関係会社出資金     －     526  

(5)破産債権、再生債権、
更生債権その他これら
に準ずる債権 

    2     0  

(6)長期前払費用     9     36  

(7)繰延税金資産     586     679  

(8)敷金・保証金     336     367  

(9)その他     17     53  

貸倒引当金     △15     △9  

投資その他の資産合計     2,048 4.1   2,850 5.8 

固定資産合計     2,387 4.7   3,149 6.4 

資産合計     50,265 100.0   49,250 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※６   275     297  

２．買掛金     7,296     8,304  

３．短期借入金     10,446     9,600  

４．未払金     818     962  

５．未払費用     102     121  

６．未払法人税等     610     459  

７．預り金     16     62  

８．賞与引当金     329     367  

９．その他     115     61  

流動負債合計     20,010 39.8   20,237 41.1 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金     2,000     －  

２．退職給付引当金     1,352     1,316  

３．役員退職慰労引当金     98     38  

４．その他     186     106  

固定負債合計     3,636 7.2   1,461 3.0 

負債合計     23,647 47.0   21,698 44.1 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   5,251 10.4   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

資本準備金   4,767     －    

資本剰余金合計     4,767 9.5   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   177     －    

２．当期未処分利益   16,232     －    

利益剰余金合計     16,409 32.7   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    189 0.4   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △0 △0.0   － － 

資本合計     26,617 53.0   － － 

負債・資本合計     50,265 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 5,251 10.7 

２．資本剰余金    

資本準備金  － 4,767   

資本剰余金合計   － － 4,767 9.7 

３．利益剰余金    

(1）利益準備金  － 177   

(2）その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  － 17,330   

利益剰余金合計   － － 17,508 35.5 

４．自己株式  － － △0 △0.0 

株主資本合計   － － 27,526 55.9 

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額
金 

 － － 25 0.0 

評価・換算差額等合計   － － 25 0.0 

純資産合計   － － 27,551 55.9 

負債純資産合計   － － 49,250 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     116,404 100.0   113,655 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．商品期首棚卸高   8,112     8,638     

２．当期商品仕入高   106,258     106,585     

 合計   114,371     115,223     

３．他勘定振替高 ※１ 26     44     

４．商品期末棚卸高   8,638 105,706 90.8 11,959 103,219 90.8 

売上総利益     10,697 9.2   10,436 9.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売運賃   235     241    

２．広告宣伝費   111     102    

３．役員報酬   89     109    

４．従業員給与手当   2,185     2,574    

５．従業員賞与   428     446    

６．賞与引当金繰入額   329     367    

７．退職給付費用   155     174    

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

  16     4    

９．法定福利費   315     373    

10．旅費交通費   473     542    

11．通信費   111     110    

12．減価償却費   90     92    

13．賃借料   874     878    

14．業務委託料   616     694    

15．その他   839 6,871 5.9 914 7,626 6.7 

営業利益     3,825 3.3   2,809 2.5 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息 ※３ 4     5    

２．受取配当金 ※３ 55     72    

３．仕入割引   0     2    

４．その他   6 67 0.1 9 90 0.1 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   146     110    

２．売上割引   37     31    

３．為替差損   492     62    

４．その他   9 686 0.6 2 207 0.2 

経常利益     3,207 2.8   2,692 2.4 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入益   4     1    

２．投資有価証券売却益   161     224    

３．役員退職慰労引当金戻
入益 

  22 189 0.1 － 226 0.2 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※２ 0     1    

２．投資有価証券売却損   0     0    

３．投資有価証券評価損   －     80    

４．関係会社株式評価損   －     17    

５．貸倒引当金繰入額   － 1 0.0 47 146 0.2 

税引前当期純利益     3,395 2.9   2,771 2.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,261     1,081    

法人税等調整額   126 1,387 1.2 96 1,177 1.0 

当期純利益     2,007 1.7   1,594 1.4 

前期繰越利益     14,467     －  

中間配当額     242     －  

当期未処分利益     16,232     －  

               



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     16,232 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金   242  

２．取締役賞与金   10 253 

Ⅲ 次期繰越利益     15,978 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
5,251 4,767 4,767 177 16,232 16,409 △0 26,427 

事業年度中の変動額                

剰余金の配当 (注）         △242 △242   △242 

剰余金の配当         △242 △242   △242 

取締役賞与 (注)         △10 △10   △10 

当期純利益         1,594 1,594   1,594 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － 1,098 1,098 － 1,098 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
5,251 4,767 4,767 177 17,330 17,508 △0 27,526 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
189 189 26,617 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当 (注）     △242 

剰余金の配当     △242 

取締役賞与 (注)     △10 

当期純利益     1,594 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△164 △164 △164 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△164 △164 934 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
25 25 27,551 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

商品 

移動平均法による原価法 

商品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建    物 10～15年 

工具器具備品 ５～10年 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウエア（自社利用）につ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

無形固定資産 

同左 

  長期前払費用 

均等償却 

なお、敷金・保証金の返還されない金

額については、５年の均等償却 

長期前払費用 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2)賞与引当金 

従業員への賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

翌事業年度に一括費用処理すること

としております。 

(3)退職給付引当金 

同左 

  (4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

従来、役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく要支給額を計上して

おりましたが、平成18年６月に同制度を

廃止し、平成18年７月以降新規の引当を

停止しております。従いまして、当事業

年度末の残高は現任役員が平成18年６月

以前に就任していた期間に応じて引当計

上した額であります。 

   （追加情報） 

従来、役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計上

しておりましたが、役員の報酬体系の見

直しに伴い、平成18年６月29日付で役員

退職慰労金制度を廃止しております。 

 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。な

お、これによる損益に与える影響はありません。 

────── 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、27,551百

万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表関係） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました出資金は、当

事業年度におきまして資産合計の100分の１以下となった

ため、投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

 なお、当事業年度の投資その他の資産の「その他」に

含まれている「出資金」は、０百万円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

※１．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

売掛金 5,292百万円 売掛金 4,170百万円

※２．授権株式数及び発行済株式数 ※２．       ────── 

授権株式数 普通株式 40,000,000株

発行済株式総数 普通株式 16,174,000株

     

     

※３．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式156株で

あります。 

※３．       ────── 

  

４．偶発債務 

(1)             ────── 

  

４．偶発債務 

(1)子会社の金融機関からの借入金に対する保証債務 

TOMEN ELECTRONICS(HONG KONG)LIMITED 

      1,115百万円（9,450千米ドル） 

(2)子会社の取引先からの仕入債務に対する保証債務 

TOMEN ELECTRONICS(HONG KONG)LIMITED 

(2)子会社の取引先からの仕入債務に対する保証債務 

TOMEN ELECTRONICS(HONG KONG)LIMITED 

273百万円（2,330千米ドル）    375百万円（3,182千米ドル） 

TOMEN(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD. 

333百万円（2,842千米ドル） 

TOMEN(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD. 

   371百万円（3,147千米ドル） 

(3)他の会社の金融機関からの借入金に対する保証債

務 

上海虹日国際電子有限公司 

(3)関連会社の金融機関からの借入金に対する保証債

務 

上海虹日国際電子有限公司 

79百万円（513千米ドルほか）   355百万円（2,001千米ドルほか）

上記金額は、決算日の為替相場により円換算し

ております。 

上記金額は、決算日の為替相場により円換算し

ております。 

５．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時 

価を付したことにより増加した純資産額は133百 

万円であります。 

５．      ────── 

※６．      ────── ※６．事業年度末日の満期手形の会計処理は手形交換日

をもって決済処理しております。従いまして、当

事業年度末日は金融機関の休業日であったため、

次の満期手形が当事業年度末日の残高に含まれて

おります。  

   

   

受取手形 471百万円 

支払手形 71百万円 

 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しており、また、

取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。 

当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しており、また、

取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。 

当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
5,700百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 5,700百万円 

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
9,200百万円 

借入実行残高 8,000百万円 

差引額 1,200百万円 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販管費及び一般管理費 26百万円 販管費及び一般管理費 44百万円

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 0百万円 工具器具備品  1百万円

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

受取利息 4百万円

受取配当金 45百万円

受取利息 4百万円

受取配当金   70百万円

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 156 － － 156 

合計 156 － － 156 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

   

取得価額

相当額 

（百万円） 

 

減価償却累

計額相当額

（百万円） 

 

期末残高

相当額 

（百万円）

工具器具備

品 
  416   228   188 

その他   561   307   254 

合 計   978   536   442 

   

取得価額

相当額 

（百万円）

 

減価償却累

計額相当額

（百万円） 

 

期末残高

相当額 

（百万円）

工具器具備

品 
  427   285   141 

その他   458   312   145 

合 計   885   597   287 

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 189百万円

１年超 268百万円

合計 457百万円

１年以内 147百万円

１年超 152百万円

合計 300百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 217百万円

減価償却費相当額 204百万円

支払利息相当額 10百万円

支払リース料 201百万円

減価償却費相当額 192百万円

支払利息相当額 7百万円

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当事業年度（平成19年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（税効果会計関係） 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

(1)子会社株式 － － － 

(2)関連会社株式 184 4,453 4,268 

合計 184 4,453 4,268 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

(1)子会社株式 － － － 

(2)関連会社株式 184 3,573 3,389 

合計 184 3,573 3,389 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  （百万円）

繰延税金資産  

未払事業税等 55 

賞与引当金限度超過額 133 

商品評価損 422 

退職給付引当金限度超過額 550 

役員退職慰労引当金 40 

投資有価証券評価損 107 

その他 54 

繰延税金資産小計 1,363 

評価性引当額 － 

繰延税金資産合計 1,363 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △130 

繰延税金負債合計 △130 

繰延税金資産（負債）の純額 1,233 

  （百万円）

繰延税金資産  

未払事業税等 46 

賞与引当金限度超過額 149 

商品評価損 337 

退職給付引当金限度超過額 535 

役員退職慰労引当金 15 

投資有価証券評価損 115 

その他 77 

繰延税金資産小計 1,277 

評価性引当額 △9 

繰延税金資産合計 1,267 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △17 

繰延税金負債合計 △17 

繰延税金資産（負債）の純額 1,250 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,645円04銭 

１株当たり当期純利益金額 123円44銭 

１株当たり純資産額   1,703円48銭 

１株当たり当期純利益金額 98円59銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の割

合をもって株式分割を行っております。当該株式分割が

前期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報につ

いては、以下のとおりであります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

1,550円78銭 

１株当たり当期純利益金額 

183円07銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 2,007 1,594 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 10 － 

（うち利益処分による役員賞与金） ( 10) ( －)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,996 1,594 

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,173 16,173 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）有形固定資産及び無形固定資産の金額が、資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及

び「当期減少額」の欄の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び貸倒懸念債権に係る貸倒見

積額の見直しなどによるものであります。 

銘柄 
株式数
（株） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 
その他有
価証券 

Wisair, Inc. 75,041 118 

TCBテクノロジーズ株式会社 300 40 

鳥取三洋電機株式会社 600,000 18 

新立川航空機株式会社 5,030 12 

その他２銘柄 1,211 1 

小計 681,582 190 

計 681,582 190 

資産の種類 前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 － － － 222 166 8 55 

工具器具備品 － － － 90 71 4 19 

有形固定資産計 － － － 312 237 13 75 

無形固定資産              

その他 － － － 457 233 79 224 

無形固定資産計 － － － 457 233 79 224 

長期前払費用 17 37 0 55 18 10 36 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

貸倒引当金 60 90 6 45 100 

賞与引当金 329 367 329 － 367 

役員退職慰労引当金 98 4 64 － 38 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 3 

預金  

当座預金 311 

普通預金 495 

外貨預金 3 

別段預金 1 

小計 812 

合計 815 

相手先 金額（百万円） 

株式会社トムキ 477 

ソニーイーエムシーエス株式会社 340 

株式会社オリンピア 161 

任天堂株式会社 155 

サクサテクノ株式会社 134 

その他 2,694 

合計 3,964 

期日 金額（百万円） 

平成19年４月満期 807 

平成19年５月満期 1,249 

平成19年６月満期 612 

平成19年７月満期 1,252 

平成19年８月満期 42 

合計 3,964 



ハ 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ 商品 

 （注）上記のうち、「第２ 事業の状況 ２ 仕入及び販売の状況 (1)仕入方法」に記載の代理店口銭補填制度に係

る商品が1,485百万円含まれております。 

相手先 金額（百万円） 

TOMEN ELECTRONICS (HONG KONG) LIMITED 2,572 

株式会社東芝 1,890 

富士通株式会社 1,296 

シャープ株式会社 1,241 

株式会社日立製作所 1,108 

その他 20,379 

合計 28,489 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率 
（％） 

滞留期間 
（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

29,954 117,606 119,071 28,489 80.70 90.7 

品目 
金額 

（百万円） 

半導体 10,620 

情報通信機器及び応用システム 578 

その他 760 

合計 11,959 



② 負債の部 

イ 支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

ロ 買掛金 

相手先 金額（百万円） 

東京パーツ工業株式会社 214 

スタンレー電気株式会社 30 

株式会社ユタカ電機製作所 22 

株式会社トムキ 12 

富士エレクトロニクス株式会社 4 

その他 13 

合計 297 

期日 金額（百万円） 

平成19年４月満期 71 

平成19年５月満期 144 

平成19年６月満期 － 

平成19年７月満期 82 

合計 297 

相手先 金額（百万円） 

エス・ティー・マイクロエレクトロニクス株式会社 1,860 

DSP GROUP Ltd. 1,092 

株式会社日立製作所 678 

インテル株式会社 655 

SEAGATE SINGAPORE INTERNATIONAL HEADQUARTERS PTE.

LTD. 
427 

その他 3,589 

合計 8,304 



ハ 短期借入金 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 5,100 

株式会社三井住友銀行 2,000 

株式会社みずほコーポレート銀行 2,500 

合計 9,600 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき9,030円（消費税額等含む） 

２．喪失登録株券  １枚につき525円（消費税額等含む） 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類                    平成18年６月30日 

 事業年度（第34期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）  関東財務局長に提出 

(2)半期報告書                              平成18年12月15日 

 （第35期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）     関東財務局長に提出 

(3)臨時報告書                              平成18年４月３日 

関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株式会社トーメンエレクトロニクス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーメンエ

レクトロニクスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社トーメ

ンエレクトロニクス及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 田 周 邦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 井 裕 風 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

  平成19年６月28日 

株式会社トーメンエレクトロニクス  

取 締 役 会 御 中 

  あ ら た 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉 田 周 邦 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高 濱   滋 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社トーメンエレクトロニクスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社トーメンエレクトロニクス及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株式会社トーメンエレクトロニクス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーメンエ

レクトロニクスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社トーメンエ

レクトロニクスの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 田 周 邦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 井 裕 風 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

  平成19年６月28日 

株式会社トーメンエレクトロニクス  

取 締 役 会 御 中 

  あ ら た 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉 田 周 邦 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高 濱   滋 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社トーメンエレクトロニクスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

トーメンエレクトロニクスの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の推移
	(5）所有者別状況
	(6）大株主の状況
	(7）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1）株主総会決議による取得の状況
	(2）取締役会決議による取得の状況
	(3）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2）その他

	２財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書及び株主資本等変動計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/91
	pageform2: 2/91
	form1: EDINET提出書類  2007/06/29 提出
	form2: 株式会社トーメンエレクトロニクス(401485)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/91
	pageform4: 4/91
	pageform5: 5/91
	pageform6: 6/91
	pageform7: 7/91
	pageform8: 8/91
	pageform9: 9/91
	pageform10: 10/91
	pageform11: 11/91
	pageform12: 12/91
	pageform13: 13/91
	pageform14: 14/91
	pageform15: 15/91
	pageform16: 16/91
	pageform17: 17/91
	pageform18: 18/91
	pageform19: 19/91
	pageform20: 20/91
	pageform21: 21/91
	pageform22: 22/91
	pageform23: 23/91
	pageform24: 24/91
	pageform25: 25/91
	pageform26: 26/91
	pageform27: 27/91
	pageform28: 28/91
	pageform29: 29/91
	pageform30: 30/91
	pageform31: 31/91
	pageform32: 32/91
	pageform33: 33/91
	pageform34: 34/91
	pageform35: 35/91
	pageform36: 36/91
	pageform37: 37/91
	pageform38: 38/91
	pageform39: 39/91
	pageform40: 40/91
	pageform41: 41/91
	pageform42: 42/91
	pageform43: 43/91
	pageform44: 44/91
	pageform45: 45/91
	pageform46: 46/91
	pageform47: 47/91
	pageform48: 48/91
	pageform49: 49/91
	pageform50: 50/91
	pageform51: 51/91
	pageform52: 52/91
	pageform53: 53/91
	pageform54: 54/91
	pageform55: 55/91
	pageform56: 56/91
	pageform57: 57/91
	pageform58: 58/91
	pageform59: 59/91
	pageform60: 60/91
	pageform61: 61/91
	pageform62: 62/91
	pageform63: 63/91
	pageform64: 64/91
	pageform65: 65/91
	pageform66: 66/91
	pageform67: 67/91
	pageform68: 68/91
	pageform69: 69/91
	pageform70: 70/91
	pageform71: 71/91
	pageform72: 72/91
	pageform73: 73/91
	pageform74: 74/91
	pageform75: 75/91
	pageform76: 76/91
	pageform77: 77/91
	pageform78: 78/91
	pageform79: 79/91
	pageform80: 80/91
	pageform81: 81/91
	pageform82: 82/91
	pageform83: 83/91
	pageform84: 84/91
	pageform85: 85/91
	pageform86: 86/91
	pageform87: 87/91
	pageform88: 88/91
	pageform89: 89/91
	pageform90: 90/91
	pageform91: 91/91


